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イ 構成員のうち代表者は、以下のにおけ
る掘削施工管理に１年以上の経験を有する
者を配置すること。
出資比率が第２位の構成員は、以下の
における掘削施工管理に６箇月以上の経験
を有する者を配置すること。
出資比率が第３位の構成員は、又は
の施工経験を有する者を配置すること。
出資比率が最下位の構成員の配置予定技
術者については、施工経験を必ずしも必要
としない。
 ＮＡＴＭによる内空断面積50以上、
延長1000ｍ以上の鉄道トンネル新設工
事
 ＮＡＴＭによるトンネル新設工事
 トンネル新設工事
 土路盤新設工事
専任補助者について、代表者が配置予
定技術者を複数配置する場合は、それに
対応する専任補助者を配置できるものと
し、専任期間についても配置予定技術者
と同様とする。ただし、専任補助者数は、
配置予定技術者１名につき、それ以上と
する。
また、配置予定技術者に求める施工経
験は、平成17年度以降に元請として完工
し引渡し済みのものに限る。ただし、当
機構（国鉄清算事業関係を除く。）の発注
工事の場合、一部しゅん功し引渡し済み
の工事も施工経験とすることができる
が、この場合は、当該工事の主たる目的
物を引渡していなければならない。
なお、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止に向けた一時中止措置等に伴
い完工していない工事も施工経験とする
ことができる。この場合は、工期延伸が
確認できる資料（契約書の写し）及び一
時中止措置状況が確認できる資料（一時
中止通知書）を添付すること。
上記工事が共同企業体構成員としての
経験の場合は、出資比率が10％以上のも
のであること。
上記工事が当機構（国鉄清算事業関係
を除く。）の発注工事の場合で、工事成績
評定点の通知を受けている場合は、工事
成績評定点が65点以上であること。

また、、又はの工事が当機構の
発注工事の場合は、現に施工中の工事に
おいて次のからまでに掲げる条件を
全て満たす場合には施工経験とすること
ができる。
 トンネル本坑の掘削施工管理に２年
以上従事していること（実施済みの出
来形検査対象期間に含まれているこ
と。）。
 従事期間中のトンネル本坑の掘削延
長が１本のトンネルで1000ｍ以上で
あること（検査済みの出来形部分に限
る。）。
 過失による粗雑工事又は契約違反に
起因した指名停止を受けるなど不正又
は不誠実な行為がなされた工事でない
こと（当該工事における出来形検査確
認通知書及び出来形内訳書の写しを競
争参加資格確認申請書に添付するこ
と。）。

ウ 代表者が専任補助者を配置する場合は、
代表者の配置予定技術者の施工経験は、イ
の施工経験に代えてイにおける掘削施
工管理に１年以上の経験とすることができ
る。
エ 監理技術者（監理技術者の専任補助者を
含む。）にあっては、監理技術者資格者証及
び監理技術者講習修了証を有する者である
こと。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）提出期限の日から開札の時まで
の期間に、当機構北海道新幹線建設局長から
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機
構の工事等請負契約に係る指名停止等措置要
綱（平成15年10月機構規程第83号）に基づく
指名停止を受けていないこと。
 １に示した工事に係る設計業務等の受注
者又は当該受注者と資本関係若しくは人的関
係のある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、当
機構公共事業等からの排除要請があり、当該
状態が継続している者でないこと。

 「工事全般の具体的な施工計画、工事目的
物の性能、機能の向上及び社会的要請への対
応に関する技術提案（以下「技術提案」とい
う。）に係わる具体的な施工計画」が適正であ
ること。
「技術提案に係わる具体的な施工計画」の
提出にあたって、入札説明書の別冊図面及び
別冊示方書に参考として示された図面及び示
方書等（以下「標準案」という。）と異なる施
工方法（技術提案）で施工する場合の具体的
な施工内容を示した施工計画書を提出するこ
と。「技術提案に係わる具体的な施工計画」が
適正と認められない場合に、標準案に基づい
て施工する意思がある場合には、標準案によ
る施工計画を併せて提出すること。
また、標準案に基づいて施工しようとする
場合には標準案による施工計画を提出するこ
と。

３ 総合評価に関する事項
 入札の評価に関する基準 本工事の総合評
価に関する評価項目は次のとおりとする。
ア 品質確保の実効性及び施工体制確保の確
実性を評価する。
イ 工事全般の具体的な施工計画に関する技
術提案について評価する。
・ 工程確保や安全対策及び地形・地質の
変化に対応できる施工計画

ウ 工事目的物の性能、機能の向上に関する
技術提案について評価する。
・ トンネル掘削の施工管理に係わる技術
提案及び具体的な施工計画
・ 覆工コンクリートの品質向上に係わる
技術提案及び具体的な施工計画

エ 社会的要請への対応に関する技術提案に
ついて評価する。
・ 第三者に対して施工上配慮すべき環境
対策及び安全対策

 総合評価の方法 価格及び提案に係わる総
合評価は、標準点、施工体制評価点及び加算
点の合計を当該入札参加者の入札価格で除し
て得た数値（以下「評価値」という。）をもっ
て行う。
ア 標準点 に示す評価項目の提案が標準
案の要求要件を満足する場合、標準点100
点を与える。

なお、標準案に基づく入札参加者には、
標準点100点のみ与える。
イ 施工体制評価点及び加算点 施工体制評
価点は、アに示す評価項目について、最
大30点を与える。
加算点は、イ、ウ及びエまでに示す評
価項目について、合計で最大30点を与える。
なお、におけるヒアリング結果によっ
ては、加算点を減ずることがある。

 施工体制確認のためのヒアリングの実施
施工計画等（施工体制の確認に係る部分に
限る。）のヒアリング（書面による確認を含
む。）を実施するとともに、ヒアリングに際し
て追加資料の提出を求めることがある。
 技術提案の採否 技術提案の採否について
は、競争参加資格の確認の通知と併せて通知
する。
 落札者の決定方法
ア 入札参加者は、価格及びに示す評価項
目の提案をもって入札し、次のからま
での全ての要件を満たす者のうち、評価値
の最も高い者を落札者とする。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 に示す評価項目の提案が標準案の要
求要件を満足していること。
 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値に対して下回らないこ
と。

イ アにおいて、評価値の最も高い者が２者
以上あるときは、該当者にくじを引かせて
落札者を決定する。

４ 入札手続等
 担当支社等 〒0600002 札幌市中央区北
二条西一丁目１番地 独立行政法人鉄道建
設・運輸施設整備支援機構 北海道新幹線建
設 局 契 約 課 電 話 0112313489
FAX0112516841 メールアドレス
keiyaku.spp@jrtt.go.jp

 入札説明書の交付期間及び方法
ア 交付期間 公告の日から入札書提出の期
限の日まで。




		2020-05-14T14:57:08+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




